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第149回定時株主総会
招集ご通知に際してのインターネット開示事項

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

塩野義製薬株式会社
上記事項は法令及び当社定款第14条に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.shionogi.co.jp/）に掲載すること
により、株主の皆さまに提供いたしております。

表紙
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 37社
主要な連結子会社の名称

シオノギＩＮＣ.、シオノギ Ｌｔｄ.、台湾塩野義製薬(股)、
Ｃ＆Ｏファーマシューティカル テクノロジー ホールディングス Ｌｔｄ．

（新規）新規設立による増加　５社
２．持分法の適用に関する事項

⑴　持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数
持分法適用の非連結子会社はありません。
持分法を適用している関連会社の数 ３社
当該関連会社の決算日は連結決算日と異なるため、当該関連会社の事業年度に係る計算書類を使用し
ております。

⑵　持分法を適用していない関連会社の当期純損益等のうち持分に見合う額は、連結純損益等に重要な影
響を及ぼしておりません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち在外連結子会社は31社であります。在外連結子会社のうち18社の決算日は12月
31日であり、連結計算書類の作成にあたっては、12月31日現在の計算書類を使用しております。ま
た、１社の決算日は６月30日であるため、12月31日現在で仮決算を行った計算書類を使用しており
ます。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。

４．会計処理基準に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
・満期保有目的の債券

償却原価法
・その他有価証券

（時価のあるもの）
連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。）

（時価のないもの）
移動平均法による原価法。また、金融商品取引法第２条第２項に基づくみなし有価証券につい
ては、投資事業組合の純資産の持分相当額を投資有価証券として計上しております。

②　デリバティブ
時価法

③　たな卸資産
主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として５年）
に基づいております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６
月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会
計制度委員会）、平成19年３月30日改正））の適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりま
す。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　返品調整引当金
返品による損失に備えるため、製商品の返品予測高に対する売買利益相当額を計上しております。
一部の連結子会社においては、製商品の返品による損失に備えるため、返品予測高に対する売上高
相当額を計上しております。

⑷　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は各在外連結子会社の決算日の直物為替相
場により、収益及び費用は各在外連結子会社の期中平均の直物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。
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⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を原則としておりますが、振当処理の要件を満たしている為替予約取引は振当処理
により、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段 …… 為替予約取引及び通貨オプション取引、金利スワップ取引
・ヘッジ対象 …… 外貨建金銭債権債務及び予定取引、借入金

③　ヘッジ方針
当社は外貨建金銭債権債務に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引及び通貨オプシ
ョン取引を行っております。また、借入金に係る金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取
引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動とを比較し、両者の
変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、振当処理による為替予約取
引、特例処理による金利スワップ取引については有効性の評価を省略しております。

⑹　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、20年以内の定額法により償却を行っております。

⑺　その他連結計算書類作成のための重要な事項
①　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
②　退職給付に係る負債の計上基準

従業員の退職給付に備えるため､当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております｡過去勤務費用については､その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております｡
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部に
おける「その他の包括利益累計額」の「退職給付に係る調整累計額」に計上しております。
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５．会計方針の変更
（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号  平成24年５月17日。以下「退職給付会計
基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号  
平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただ
し、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、
退職給付債務から年金資産の額を控除した額を「退職給付に係る負債」として計上する方法に変更
し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を「退職給付に係る負債」に計上いたしまし
た。一方、年金資産の額が退職給付債務を超える場合にはその差額を「投資その他の資産」の「退
職給付に係る資産」として計上する方法に変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ
ており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額を「その他の包括利益累計額」の「退
職給付に係る調整累計額」に加減しております。

この結果、当連結会計年度末において、「退職給付に係る負債」が9,967百万円、「退職給付に
係る資産」が19,047百万円計上されております。また、「その他の包括利益累計額」が6,588百万
円減少しております。

なお、１株当たり純資産額は、19円67銭減少しております。
６．表示方法の変更

（連結貸借対照表）
　「繰延税金資産」は従来、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、重要
性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

（連結損益計算書）
（訴訟関連費用の表示区分の変更）

　訴訟に関連する費用は、従来、重要性が乏しいため、訴訟に関連しない法務関係の費用とともに
「販売費及び一般管理費」に含めて計上しておりましたが、当連結会計年度より、「営業外費用」
の「雑支出」に計上することといたしました。
　この変更は、海外取引の拡大に伴い外国企業等との訴訟案件が増加してきており、金額的重要性
が増してきたことや、今後もグローバルに活動していくことで当該費用の増加が見込まれることか
ら、改めて表示方法を検討した結果、訴訟に関連する費用については営業外費用に含めて表示する
ことが当社グループの実態をより適切に表すと判断したことによるものであります。
　当該表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結損益計算書の組替えを行っており
ます。
　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「販売費及び一般管理費」として表示し
ていた145,480百万円のうち716百万円を「営業外費用」の「雑支出」として組み替えております。
また、この変更により、前連結会計年度の営業利益は、58,848百万円から59,565百万円に増加して
おります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．担保に供している資産

現金及び預金 7百万円
上記に対応する債務

流動負債の「その他」 6百万円
３．有形固定資産の減価償却累計額 177,826百万円
４．保証債務 6百万円

（連結損益計算書に関する注記）
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．固定資産売却益

建物及び土地 4,203百万円
３．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上いたしました。
(単位：百万円)

場 所 用 途 種 類 金 額

油日事業所（滋賀県甲賀市） 遊休資産 建物等 312

シオノギファーマケミカル(株)内
Ｃ４棟（徳島県徳島市） 遊休資産 建設仮勘定 565

当社グループは、事業用資産は管理会計上の区分（製品群等）によりグルーピングを行い、賃貸資産及
び遊休資産については個々にグルーピングを行っております。
当社油日事業所の新動物飼育棟建設を機に、同事業所にて不稼働となる資産について撤去する意思決定
を行いました。これに伴い、遊休資産となるものについて、帳簿価額の全額を減損損失に計上しており
ます。また、当社所有の製剤研究開発及び生産用設備として、連結子会社シオノギファーマケミカル
（株）の敷地内に設置しているＣ４棟については、当初の使用計画に変更が生じ、将来における具体的
な使用計画がないため遊休資産とし、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

４．事業構造改善費用
米国子会社シオノギＩＮＣ．において、Naprelan®の売却等に伴う事業再編によって発生した費用で
あります。

５．和解金
主に米国子会社シオノギＩＮＣ．におけるCowen社との訴訟に係るものであります。

６．違約金損失
米国子会社シオノギＩＮＣ．におけるCaremarkPCS Health, LLCとの契約解除に係るものでありま
す。

７．固定資産処分損
当社油日事業所の不稼働資産の撤去に係る費用であります。
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８．たな卸資産評価損
当社グループとジョンソン・エンド・ジョンソン社との間で締結しておりました抗生物質ドリペネムの
販売に関する契約を解除したことに伴い、譲り受けたたな卸資産のうち、販売の対象としないものにつ
いて評価損を計上しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：株)
当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

発 行 済 株 式 普通株式 351,136,165 ― ― 351,136,165

合 計 351,136,165 ― ― 351,136,165

自 己 株 式 普通株式 16,236,003 6,698 ― 16,242,701

合 計 16,236,003 6,698 ― 16,242,701
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加6,698株は、単元未満株式の買取による増加であります。
２．配当に関する事項

⑴　配当金支払額
決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

平成25年６月26日
定時株主総会 普通株式 7,367百万円 22円 平成25年３月31日 平成25年６月27日

平成25年10月31日
取締役会 普通株式 7,367百万円 22円 平成25年９月30日 平成25年12月２日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
次のとおり、決議を予定しております。
決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

平成26年６月25日
定時株主総会 普通株式 8,037百万円 利益

剰余金 24円 平成26年３月31日 平成26年６月26日
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３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目的となる株式の数
新株予約権

塩野義製薬株式会社
2011年度新株予約権

塩野義製薬株式会社
2012年度新株予約権

塩野義製薬株式会社
2013年度新株予約権

発 行 決 議 の 日 平成23年
６月24日

平成24年
６月27日

平成25年
６月26日

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 普通株式 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる
株 式 の 数 45,000株 79,100株 43,900株

（注）権利行使期間は到来しておりますが、新株予約権者との間で締結しております新株予約権割当契約において、以下のとお
り定めております。
①　新株予約権の行使期間内において、新株予約権者である取締役は、当社取締役の地位を喪失した日の翌日から10日

（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日までの間に限り、新株予約権を一括してのみ行使できるも
のといたします。

②　新株予約権の行使期間内において、新株予約権者である執行役員は、当社執行役員を退任した日又は当社との雇用契
約（定年後の再雇用に係る雇用契約を除く。）が終了した日のいずれか遅い日の翌日から起算して10日（10日目が休
日に当たる場合には翌営業日）を経過する日までに限り、新株予約権を一括してのみ行使できるものといたします。
なお、新株予約権者の執行役員が新たに当社取締役に選任された場合は、取締役の退任時まで行使できないものとい
たします。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、必要な資金は銀行等金融機関から
の借入や社債発行により調達しております。
受取手形及び売掛金にかかわる顧客の信用リスクは、社内で定められた手順に従い、経理財務部及び
関連部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングすることでリスク低減を図っております。
また、有価証券及び投資有価証券のうち、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っており
ます。
借入金や社債の使途は医薬品の製造販売事業を行うための事業計画に基づく資金調達であり、一部の
借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しておりま
す。デリバティブ取引につきましては、社内で定められた手順に従い、通常の取引範囲内で行うこと
としております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりませ
ん（（注２）を参照ください。）。

(単位：百万円)
連結貸借対照表

計上額（＊） 時 　 価 ( ＊ ) 差 　 額

(1)　現金及び預金 34,238 34,238 ―
(2)　受取手形及び売掛金 64,290 64,290 △0
(3)　有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 162,678 162,678 ―
(4)　支払手形及び買掛金 (9,627) (9,627) ―
(5)　１年内償還予定の社債 (20,000) (20,036) 36
(6)　未払法人税等 (12,392) (12,392) ―
(7)　長期借入金 (10,034) (10,501) 466

（＊）負債に計上されているものについては（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
(1)　現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

(2)　受取手形及び売掛金
回収に期間を要する一部の売掛金は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を回収までの期間
及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によって時価を算定しております。それ
以外の短期間で決済されるものは、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

(3)　有価証券及び投資有価証券
有価証券のうち、国内譲渡性預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。国内譲渡性預金を除いた有価証券及び投資有価証券の時価につい
て、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており、株式は取引所の価格に
よっております。

(4)　支払手形及び買掛金
これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

(5)　１年内償還予定の社債
当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。
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(6)　未払法人税等
これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

(7)　長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割
り引いた現在価値により算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：百万円)

区 分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 66,940

これらについては、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難と認められることから「 (3) 有価
証券及び投資有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,398円78銭
２．１株当たり当期純利益 124円91銭
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益 124円85銭
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券
①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券

（時価のあるもの）
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しております。）

（時価のないもの）
移動平均法による原価法。なお、金融商品取引法第２条第２項に基づくみなし有価証券について
は、投資事業組合の純資産の持分相当額を投資有価証券として計上しております。

⑵　デリバティブ
時価法

⑶　たな卸資産
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
⑵　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として５年）
に基づいております。

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６
月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会
計制度委員会）、平成19年３月30日改正））の適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりま
す。
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３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑶　役員賞与引当金
役員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑷　返品調整引当金
返品による損失に備えるため、製商品の返品予測高に対する売買利益相当額を計上しております。

⑸　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、計上しております。過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。
なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方
法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

５．重要なヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を原則としておりますが、振当処理の要件を満たしている為替予約取引は振当処理
により、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については特例処理によっております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段 …… 為替予約取引及び通貨オプション取引、金利スワップ取引
・ヘッジ対象 …… 外貨建金銭債権債務及び予定取引、借入金

⑶　ヘッジ方針
当社は外貨建金銭債権債務に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引及び通貨オプシ
ョン取引を行っております。また、借入金に係る金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取
引を行っております。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動とを比較し、両者の
変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、振当処理による為替予約取
引、特例処理による金利スワップ取引については有効性の評価を省略しております。
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６．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

７．表示方法の変更
（損益計算書）

（訴訟関連費用の表示区分の変更）
  訴訟に関連する費用は、従来、重要性が乏しいため、訴訟に関連しない法務関係の費用とともに
「販売費及び一般管理費」に含めて計上しておりましたが、当事業年度より、「営業外費用」の「雑
支出」に計上することといたしました。
  この変更は、海外取引の拡大に伴い外国企業等との訴訟案件が増加してきており、金額的重要性が
増してきたことや、今後もグローバルに活動していくことで当該費用の増加が見込まれることから、
改めて表示方法を検討した結果、訴訟に関連する費用については営業外費用に含めて表示すること
が当社の実態をより適切に表すと判断したことによるものであります。
  当該表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の損益計算書の組替えを行っております。
  この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」として表示していた
116,955百万円のうち179百万円を「営業外費用」の「雑支出」として組み替えております。また、
この変更により、前事業年度の営業利益は、65,888百万円から66,068百万円に増加しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．有形固定資産の減価償却累計額 169,088百万円
３．保証債務 6百万円
４．関係会社に対する金銭債権 37,084百万円

関係会社に対する金銭債務 5,153百万円

（損益計算書に関する注記）
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．関係会社との取引高

営業取引高 20,640百万円
営業取引以外の取引高 1,938百万円

３．固定資産売却益
建物及び土地 4,203百万円

４．減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上いたしました。

(単位：百万円)
場 所 用 途 種 類 金 額

油日事業所（滋賀県甲賀市） 遊休資産 建物等 312
シオノギファーマケミカル(株)内
Ｃ４棟（徳島県徳島市） 遊休資産 建設仮勘定 565

当社は、事業用資産は管理会計上の区分（製品群等）によりグルーピングを行い、賃貸資産及び遊休資
産については個々にグルーピングを行っております。
当社油日事業所の新動物飼育棟建設を機に、同事業所にて不稼働となる資産について撤去する意思決定
を行いました。これに伴い、遊休資産となるものについて、帳簿価額の全額を減損損失に計上しており
ます。また、当社所有の製剤研究開発及び生産用設備として、連結子会社シオノギファーマケミカル
（株）の敷地内に設置しているC4棟については、当初の使用計画に変更が生じ、将来における具体的
な使用計画がないため遊休資産とし、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

５．固定資産処分損
当社油日事業所の不稼働資産の撤去に係る費用であります。

６．たな卸資産評価損
当社とジョンソン・エンド・ジョンソン社との間で締結しておりました抗生物質ドリペネムの販売に関
する契約を解除したことに伴い、譲り受けたたな卸資産のうち、販売の対象としないものについて評価
損を計上しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 16,242,701株
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（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
研究開発費 3,796百万円
投資有価証券評価損 2,856百万円
関係会社株式評価損 2,262百万円
賞与引当金 2,061百万円
その他 3,775百万円

繰延税金資産　小計 14,752百万円
評価性引当額 △6,542百万円
繰延税金資産　合計 8,209百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △10,306百万円
退職給付引当金 △6,617百万円
固定資産圧縮積立金 △1,355百万円
その他 △1,619百万円

繰延税金負債　合計 △19,899百万円
繰延税金負債の純額 △11,689百万円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平
成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。
これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日
に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については、従来の38.0％から35.6％に変更され
ます。
この税率変更により、当事業年度末の繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は
279百万円増加し、法人税等調整額は279百万円増加しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,304円97銭
２．１株当たり当期純利益
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益

166円66銭
166円57銭
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（退職給付に関する注記）
当社はキャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）、退職一時金制度及び確定拠出年金制度を採用し
ております。
なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割
増退職金を支払う場合があります。

１．退職給付債務に関する事項
退職給付債務 △81,361百万円
年金資産 90,482百万円
未積立退職給付債務 9,121百万円
未認識数理計算上の差異 12,274百万円
未認識過去勤務費用 △2,043百万円
貸借対照表計上額純額 19,351百万円
前払年金費用 28,397百万円
退職給付引当金 △9,046百万円

２．退職給付費用に関する事項
勤務費用 2,227百万円
利息費用 1,065百万円
期待運用収益 △2,067百万円
数理計算上の差異の費用処理額 1,240百万円
過去勤務費用の費用処理額 △1,275百万円
その他 683百万円
退職給付費用 1,874百万円

３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
割引率 1.2％
期待運用収益率 2.8％
過去勤務費用の額の処理年数 10年（定額法）
数理計算上の差異の処理年数 10年

（定額法により翌期から
費用処理することとして
おります。）
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